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第４章第４章第４章第４章        

波長多重光線路の最適設計波長多重光線路の最適設計波長多重光線路の最適設計波長多重光線路の最適設計    
 

４．１４．１４．１４．１    序序序序    言言言言    
 

本章では、最近研究が活発となっている 40 Gbit/s/ch 波長多重線路の最適化に関して検

討を行う。インターネットなど、グローバルなデータ通信需要の増大にともない、高密度

波長多重（ＤＷＤＭ）技術を用いた長距離大容量通信技術の研究が活発である。ＤＷＤＭ

研究は、国際通信を目的とした、1 Tbit/s, 10000 km 程度の伝送を安定に行うための技術

開発と、国内通信を目的とした、10 Tbit/s 以上の伝送をねらった研究が並行して進められ

ている。表 4.1.1 に最近の国際会議等で報告された主な実験データを示す。チャネルあた

りの伝送速度を 10 Gbit/s から 40 Gbit/s とし、波長多重数、伝送距離、使用ファイバ、

使用帯域、周波数利用効率、報告者等について示した。 

 

表表表表 4.1.14.1.14.1.14.1.1    最近の主なＤＷＤＭ伝送実験データ最近の主なＤＷＤＭ伝送実験データ最近の主なＤＷＤＭ伝送実験データ最近の主なＤＷＤＭ伝送実験データ    
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最近チャネル速度 40 Gbit/s の研究が活発であるが、これは１波長当たりの装置コスト

がチャネル速度に余り依存せず伝送容量当たりのコストダウンが図れることによるが、反

面、伝送条件は非常に厳しくなる。 

長距離国際通信では、チャネル当りの伝送速度は 10 Gbit/s が主流であり、1999 年秋に

は 1 Tbit/s、10000 km の伝送が報告された( 1 )。最近では 20 Gbit/s で 9000 km を越える

伝送実験も報告されている( 2 )。最近の実験では、増幅器の広帯域化、低雑音化のためラマ

ン増幅を併用していること、線路分散分布の最適化（対称型分散マップの採用）、誤り訂正

符号の最適化等を図っていることが特徴である。 

ファイバは 1.3μm伝送用ファイバ（ＳＭＦ）をベースにコアに純粋石英を使い、有効コ

ア断面積の拡大を図ったＰＳＣＦ（Pure Silica Core Fiber)と、分散補償ファイバ（ＤＣ

Ｆ）をベースにスロープ補償型にしたＳＣＦ（Slope Compensation Fiber）を組み合わせ

た構成が一般的である。信号強度を 0 dBm/ch（1 mW/ch）以下として、極力ファイバの非線

形性の影響を避ける方向で研究が進んでいる。非線形性を利用した波長多重ソリトンの研

究も行われているが( 4 )、現時点ではチャネル間の相互作用を抑制する決定的な方法は見い

だされていない。 

周波数利用効率は、短距離では 0.8 bit/s/Hz 程度、長距離通信では 0.4 bit/s/Hz 程度

まで高められている。周波数利用効率を向上させるため、偏波インターリーブ( 5 )、ＣＳ－

ＲＺ（Carrier Suppressed RZ）、光ＣＤＭ( 9 )等の方式が研究されている。図 4.1.1 に周波

数帯域の拡大に関する最近の研究例として、ＮＥＣによるＳバンド伝送のスペクトルを示

す。最近、1400 nm 付近の水分子による吸収を抑制して 1300 nm から 1700 nm の帯域で伝送

可能としたファイバも開発されており、ラマン増幅との併用により数十 Tbit/s クラスの伝

送も視野に入ってきている( 55 )。 

 

 
 

図図図図 4.1.14.1.14.1.14.1.1    周波数帯域拡大の例（Ｓバンド伝送：ＮＥＣ）周波数帯域拡大の例（Ｓバンド伝送：ＮＥＣ）周波数帯域拡大の例（Ｓバンド伝送：ＮＥＣ）周波数帯域拡大の例（Ｓバンド伝送：ＮＥＣ）( 5 )    
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４．２４．２４．２４．２    Ｑマップ法による波長多重線路の最適設計Ｑマップ法による波長多重線路の最適設計Ｑマップ法による波長多重線路の最適設計Ｑマップ法による波長多重線路の最適設計    
    

４．２．１４．２．１４．２．１４．２．１    ＣＲＺ伝送ＣＲＺ伝送ＣＲＺ伝送ＣＲＺ伝送    
    

本節では、次世代システムの主流と考えられているチャネル速度 40 Gbit/s の伝送シス

テムについて、その伝送特性をシミュレーションにより評価した。ＳＭＦを伝送線路に用

いた場合、線路の局所分散が非常に大きいため、パルスはただちに広がり、ほとんど線形

パルスが伝搬する。このような伝送方式は、ソリトン伝送のように非線形性による波形安

定化作用を用いておらずチャープトＲＺ（ＣＲＺ）伝送と呼ばれている。 

初期波形として、ガウス型関数に周波数シフト項を付加したものを考える。 

 ]2[exp),0(),0( τπτφτ fmim
m

∆⋅=Φ �     (4.2.1) 
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ここで f∆ はチャネル間の周波数間隔であり、mは波長多重数に応じて 0, ±1、±2・・・

等の値をとる。 t∆ は１ビットの時間幅であり、 lはビット長に応じて 0, ±1、±2・・・

等の値をとる。また mlδ は信号系列に応じて 0または 1 の値をとる。Ｐはパルスのピーク

パワー、Ｓはファイバのコア断面積、Ｃはチャープパラメータである。 

 

 

図図図図 4.2.14.2.14.2.14.2.1    ソリトン伝送とＣＲＺ伝送の比較（ソリトン伝送とＣＲＺ伝送の比較（ソリトン伝送とＣＲＺ伝送の比較（ソリトン伝送とＣＲＺ伝送の比較（singlesinglesinglesingle----channelchannelchannelchannel））））    

( 40( 40( 40( 40    Gbit/sGbit/sGbit/sGbit/s, , , , La= 50La= 50La= 50La= 50    km, Lt= 2000km, Lt= 2000km, Lt= 2000km, Lt= 2000    kmkmkmkm    ))))    
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図 4.2.1 にソリトン伝送（ＤＭＳ）とＣＲＺ伝送の伝送領域（single-channel）の比較

を示す。分散補償量はソリトンが＋30 ps/nm(S = 1.65)、ＣＲＺが＋400 ps/nm (S = 22)

である。通常ＣＲＺ伝送では有効コア断面積を 100 μm2 程度に拡大したファイバを使用す

るが、ここでは比較のため有効コア断面積を 50 μm2 に固定し、分散スロープはゼロとし

ている。また増幅器雑音は考慮せず、伝送用フィルタも使用していない。 

ＣＲＺ伝送の伝送領域は、平均分散ゼロのラインに対してほぼ対称となっており、分散

による波形広がりで伝送距離が制約される線形伝送の特徴を示している。また最適信号強

度もソリトンに較べて約１桁小さくなり、増幅器雑音の影響を受けやすくなる。 

図 4.2.2 に３波長多重時のソリトン伝送（ＤＭＳ）とＣＲＺ伝送の伝送領域の比較を示

す。分散補償量はソリトンが＋30 ps/nm(S = 1.65)、ＣＲＺが＋400 ps/nm (S = 22)であ

る。ソリトン伝送ではチャネル間の相互作用により高出力領域が消滅し、ＣＲＺ伝送との

違いは小さくなる。ＣＲＺ伝送の伝送領域は１波伝送の場合と余り変わっていない。 

ＣＲＺの場合でも、信号出力の上限はファイバの非線形性に起因する波形劣化で制約さ

れており、非線形性の影響評価が重要となる。非線形シュレディンガー方程式に基づくＱ

マップ法はＣＲＺ伝送系の解析にも適用でき、信号強度や分散マージンの評価等が可能で

ある( 19 )。 

 

 
    

図図図図 4.2.24.2.24.2.24.2.2    ソリトン伝送とＣＲＺ伝送の比較（ソリトン伝送とＣＲＺ伝送の比較（ソリトン伝送とＣＲＺ伝送の比較（ソリトン伝送とＣＲＺ伝送の比較（3333----WDMWDMWDMWDM））））    

( 40( 40( 40( 40    Gbit/sGbit/sGbit/sGbit/s, 3, 3, 3, 3----WDM, dl=200 GHz, WDM, dl=200 GHz, WDM, dl=200 GHz, WDM, dl=200 GHz, La= 50La= 50La= 50La= 50    km, Lt= 2000km, Lt= 2000km, Lt= 2000km, Lt= 2000    kmkmkmkm    ))))    
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４．２．２４．２．２４．２．２４．２．２    分散補償量の最適化分散補償量の最適化分散補償量の最適化分散補償量の最適化    
 

図 4.2.3 にＤav－Ｄc 平面上におけるＱマップの計算例を示す。（ａ）１チャネルおよび

（ｂ）２チャンネル伝送に対して計算を行った。増幅器間隔を 50 km とし、2000 km の伝送

を行った。増幅器雑音は入れていない。信号強度は－5 dBm/ch とし、線形領域であること

から平均分散ゼロ近傍に伝送領域が存在する。Ｄc＝±400 ps/nm 付近にも伝送領域が現れ

ている( 19 )。この領域は１パルスのシミュレーションでは発生しないことから、同一チャネ

ルの隣接パルスとの非線形相互作用によるものと考えられる。またＳパラメータは 22 程度

であり、波長多重時にも伝送特性が余り劣化しない。 

 

 

図図図図 4.2.34.2.34.2.34.2.3    ＣＲＺ伝送における分散補償量の最適化ＣＲＺ伝送における分散補償量の最適化ＣＲＺ伝送における分散補償量の最適化ＣＲＺ伝送における分散補償量の最適化    

(40(40(40(40    Gbit/sGbit/sGbit/sGbit/s/ch, /ch, /ch, /ch, Pav=Pav=Pav=Pav=    ----5555    dBm, dl= dBm, dl= dBm, dl= dBm, dl= 200 GHz, 200 GHz, 200 GHz, 200 GHz, La= 50 km, Lt= 2La= 50 km, Lt= 2La= 50 km, Lt= 2La= 50 km, Lt= 2000 km 000 km 000 km 000 km ))))    

    

ＣＲＺ伝送は、光ソリトン伝送（ＤＭＳ）と比較して、次のような特徴があることがわ

かった。 

（１）信号強度が約１桁低い（ＤＭＳ：＋5 dBm/ch、ＣＲＺ：-5 dBm/ch） 

（２）平均分散値がほとんどゼロである（ＤＭＳでは ＋0.03 ps/nm/km 程度の異常分散） 

（３）分散補償量が大きい伝送領域がある（ＤＭＳ：±30 ps/nm、ＣＲＺ：±400 ps/nm） 

（４）伝送特性は波長数には余り依存せず、各チャネルとも同等の特性を示す。 

 



    

 59

４．２．３４．２．３４．２．３４．２．３    周波数利用効率の最適化周波数利用効率の最適化周波数利用効率の最適化周波数利用効率の最適化    
 

伝送容量の大容量化において、周波数利用効率の向上が重要となる。表 4.1.1 に見るよ

うに最近の実験における周波数利用効率は、短距離伝送では 0.8 bit/s/Hz 程度、長距離伝

送では 0.4 bit/s/Hz 程度まで高められている。周波数利用効率を向上させるため、偏波イ

ンターリーブ( 5 )（図 4.2.4）、ＣＳ－ＲＺ( 3 )(Carrier Suppressed RZ）、Duo-Binary( 8 )、

光ＣＤＭ( 9 )等の方式が研究されている。本節ではＱマップを用いて周波数利用効率につい

て検討する。本節のシミュレーション結果は線形領域におけるＣＲＺ伝送である。 

 

        図図図図 4.2.44.2.44.2.44.2.4    周波数利用効率向上の例（周波数利用効率向上の例（周波数利用効率向上の例（周波数利用効率向上の例（波長／偏波多重分離技術波長／偏波多重分離技術波長／偏波多重分離技術波長／偏波多重分離技術：ＮＥＣ）：ＮＥＣ）：ＮＥＣ）：ＮＥＣ）( 5 )    

    

図 4.2.5 ～ 図 4.2.8 に 40 Gbit/s/ch、 5 波長多重伝送で 1000 km 伝送時のＱマップを

示す。隣り合うチャネルで偏波を直交させて、周波数間隔を 150 GHz、100 GHz、75 GHz、

50 GHz としている。増幅器の雑音指数は、NF = +5 dB とした。75 GHz（周波数利用効率 0.53）

から劣化が顕著となり、50 GHz（同 0.8）では辛うじて伝送領域が認められる。また、やや

異常分散領域（+0.015 ps/nm2/km）の方が、良好な伝送特性を示している。 

図 4.2.9、図 4.2.10 に同一偏波面での 5 波長多重伝送で、波長間隔を 150 GHz、100 GHz

とした場合の伝送領域を示す。150 GHz（同 0.27）で、直交偏波伝送の 75 GHz 間隔とほぼ

同等の伝送特性を示している。
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    図図図図 4.2.54.2.54.2.54.2.5    波長間隔依存性の評価（直交偏波）波長間隔依存性の評価（直交偏波）波長間隔依存性の評価（直交偏波）波長間隔依存性の評価（直交偏波）    

(((( Dl Dl Dl Dl= = = = 1.2 nm (150 GHz), 1.2 nm (150 GHz), 1.2 nm (150 GHz), 1.2 nm (150 GHz), Pav=Pav=Pav=Pav=    ----5555    dBmdBmdBmdBm/ch/ch/ch/ch, La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= 1000 km 1000 km 1000 km 1000 km ))))    

    

 

    図図図図 4.2.64.2.64.2.64.2.6    波長間隔依存性の評価（直交偏波）波長間隔依存性の評価（直交偏波）波長間隔依存性の評価（直交偏波）波長間隔依存性の評価（直交偏波）    

(((( Dl Dl Dl Dl= = = = 0.8 nm (100 GHz), 0.8 nm (100 GHz), 0.8 nm (100 GHz), 0.8 nm (100 GHz), Pav=Pav=Pav=Pav=    ----5555    dBmdBmdBmdBm/ch/ch/ch/ch, La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= 1000 km 1000 km 1000 km 1000 km ))))    
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図図図図 4.2.74.2.74.2.74.2.7    波長間隔依存性の評価（直交偏波）波長間隔依存性の評価（直交偏波）波長間隔依存性の評価（直交偏波）波長間隔依存性の評価（直交偏波）    

(((( Dl Dl Dl Dl= = = = 0.6 nm (75 GHz), 0.6 nm (75 GHz), 0.6 nm (75 GHz), 0.6 nm (75 GHz), Pav=Pav=Pav=Pav=    ----5555    dBmdBmdBmdBm/ch/ch/ch/ch, La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= 1000 km 1000 km 1000 km 1000 km ))))    

 

 

図図図図 4.2.84.2.84.2.84.2.8    波長間隔依存性の評価（直交偏波）波長間隔依存性の評価（直交偏波）波長間隔依存性の評価（直交偏波）波長間隔依存性の評価（直交偏波）    

(((( Dl Dl Dl Dl= = = = 0.4 nm (50 GHz), 0.4 nm (50 GHz), 0.4 nm (50 GHz), 0.4 nm (50 GHz), Pav=Pav=Pav=Pav=    ----5555    dBmdBmdBmdBm/ch/ch/ch/ch, La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= 1000 km 1000 km 1000 km 1000 km ))))    
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図図図図 4.2.94.2.94.2.94.2.9    波長間隔依存性の評価（同一偏波）波長間隔依存性の評価（同一偏波）波長間隔依存性の評価（同一偏波）波長間隔依存性の評価（同一偏波）    

(((( Dl Dl Dl Dl= = = = 1.2 nm (150 GHz), 1.2 nm (150 GHz), 1.2 nm (150 GHz), 1.2 nm (150 GHz), Pav=Pav=Pav=Pav=    ----5555    dBmdBmdBmdBm/ch/ch/ch/ch, La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= 1000 km 1000 km 1000 km 1000 km ))))    

 

 

図図図図 4.2.104.2.104.2.104.2.10    波長間隔依存性の評価（同一偏波）波長間隔依存性の評価（同一偏波）波長間隔依存性の評価（同一偏波）波長間隔依存性の評価（同一偏波）    

(((( Dl Dl Dl Dl= = = = 0.8 nm (100 G0.8 nm (100 G0.8 nm (100 G0.8 nm (100 GHz), Hz), Hz), Hz), Pav=Pav=Pav=Pav=    ----5555    dBmdBmdBmdBm/ch/ch/ch/ch, La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= , La= 50 km, Lt= 1000 km 1000 km 1000 km 1000 km ))))    
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４．２．４４．２．４４．２．４４．２．４    信号強度の最適化信号強度の最適化信号強度の最適化信号強度の最適化    
 

チャネル速度 40 Gbit/s の場合、テラビット伝送には 25 波長の多重が必要となる。波

長数が増えると、チャネル間の非線形相互作用の影響が大きくなるため、信号強度を低減

する必要がある。また信号強度を低減すると増幅器雑音の影響が大きくなる。非線形性と

増幅器雑音のトレードオフにより最適な信号強度が決定されている。 

200 GHz 間隔（周波数利用効率 0.2）で、1波～ 9波を波長多重した場合の伝送領域を図

4.2.11 ～ 図 4.2.15 に示す。増幅器間隔 50 km で 1000 km の伝送を行った。増幅器雑音指

数は NF = +5 dB である。5波長程度までは伝送特性の劣化がみられるが、それ以上多重数

を増やしても余り特性は劣化しない。これはチャネル間相互作用において、相互位相変調

等の非線形相互作用は隣接チャネルからの影響が最も大きいことによる。最適信号強度は

波長数に余り依存せず、-5 dBm/ch 程度となった。この計算では有効コア断面積を 50 μm2

としたが、通常ＣＲＺ伝送では有効コア断面積を 100 μm2 程度に拡大したファイバを使用

するため２倍の信号強度が可能であり、-2 dBm/ch 程度となる。実際に表 4.1.1 の Tycom の

実験（A= 110 μm2, La=51 km, Raman 無し）では、-1.5 dBm/ch の信号出力が使われている

( 3 )。 

 
    

図図図図 4.2.114.2.114.2.114.2.11    波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）    

(((( Single Single Single Single----channel, NF= +5 dB, channel, NF= +5 dB, channel, NF= +5 dB, channel, NF= +5 dB, Pav=Pav=Pav=Pav=    ----5555    dBmdBmdBmdBm/ch/ch/ch/ch, , , , Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= 1000 km 1000 km 1000 km 1000 km ))))    
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図図図図 4.2.124.2.124.2.124.2.12    波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）    

(((( 3 3 3 3----WDM (200GHz), NF= +5 dB, WDM (200GHz), NF= +5 dB, WDM (200GHz), NF= +5 dB, WDM (200GHz), NF= +5 dB, Pav=Pav=Pav=Pav=    ----5555    dBmdBmdBmdBm/ch/ch/ch/ch, , , , Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= 1000 km 1000 km 1000 km 1000 km ))))    

 

 
図図図図 4.2.134.2.134.2.134.2.13    波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）    

(((( 5 5 5 5----WDM (200GHz), NF= +5 dB, WDM (200GHz), NF= +5 dB, WDM (200GHz), NF= +5 dB, WDM (200GHz), NF= +5 dB, Pav=Pav=Pav=Pav=    ----5555    dBmdBmdBmdBm/ch/ch/ch/ch, , , , Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= 1000 km 1000 km 1000 km 1000 km ))))    
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図図図図 4.2.144.2.144.2.144.2.14    波長多重数と最適波長多重数と最適波長多重数と最適波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）信号強度の評価（直交偏波）信号強度の評価（直交偏波）信号強度の評価（直交偏波）    

(((( 7 7 7 7----WDM (200GHz), NF= +5 dB, WDM (200GHz), NF= +5 dB, WDM (200GHz), NF= +5 dB, WDM (200GHz), NF= +5 dB, Pav=Pav=Pav=Pav=    ----5555    dBmdBmdBmdBm/ch/ch/ch/ch, , , , Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= 1000 km 1000 km 1000 km 1000 km ))))    

 

 
図図図図 4.2.154.2.154.2.154.2.15    波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）波長多重数と最適信号強度の評価（直交偏波）    

(((( 9 9 9 9----WDM (200GHz), NF= +5 dB, WDM (200GHz), NF= +5 dB, WDM (200GHz), NF= +5 dB, WDM (200GHz), NF= +5 dB, Pav=Pav=Pav=Pav=    ----5555    dBmdBmdBmdBm/ch/ch/ch/ch, , , , Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= La= 50 km, Lt= 1000 km 1000 km 1000 km 1000 km ))))    
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４．２．５４．２．５４．２．５４．２．５    ラマン増幅の検討ラマン増幅の検討ラマン増幅の検討ラマン増幅の検討    
 

最近のＤＷＤＭ長距離伝送実験では、増幅器雑音の低減、伝送帯域の拡大の目的でラマ

ン増幅が用いられる場合が増えている。2001 年秋には、Fujitsu からラマン増幅のみによ

る長距離伝送実験（2.4 Tbit/s (10 Gbit/s, 240-ch), 7400 km (La= 40 km)）も報告され

ている( 56 )。この実験では 1536.4 nm から 1610.4 nm の 74 nm の帯域が使用されており、周

波数利用効率は 0.27 である。また信号強度は－8.3 dBm/ch である。 

図 4.2.16 に、9 波長多重伝送で、ファイバ損失をゼロ（無損失）とした場合の伝送領域

を示す。ラマン増幅を模擬しているが、雑音は考慮していない。図 4.2.15 と比較すると、

伝送可能領域の最大信号強度が、ＥＤＦＡにより離散的増幅を行った場合よりも 4 dB（約

1/2.5）程度低くなるが、－8 dBm/ch で比較すると、Ｑ値は 6から 8程度まで改善されてい

る。これはラマン増幅を用いた場合、信号強度がほぼ一定となるため、ファイバ非線形性

（ＳＰＭ）の影響を受けやすくなるが、それ以上に雑音が低減される可能性があるためで

ある( 7 )。 

 

 

図図図図 4.2.164.2.164.2.164.2.16    ラマン増幅の評価（直交偏波）ラマン増幅の評価（直交偏波）ラマン増幅の評価（直交偏波）ラマン増幅の評価（直交偏波）    

(((( 40 Gbit/s, 9 40 Gbit/s, 9 40 Gbit/s, 9 40 Gbit/s, 9----WDM, Raman, WDM, Raman, WDM, Raman, WDM, Raman, Pav=Pav=Pav=Pav=    ----12 12 12 12 dBmdBmdBmdBm/ch/ch/ch/ch, , , , Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Dc= +400 ps/nm, Lt= Lt= Lt= Lt= 1000 km 1000 km 1000 km 1000 km ))))    
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波長多重ソリトン伝送においてもラマン増幅技術は期待される。当初ソリトンの長距離

伝送実験にはラマン増幅が用いられた( 34 )。波長多重ソリトン伝送では、異なるチャネル間

のソリトン衝突に伴う周波数シフトや、４光波混合の成長が問題とされている( 4 )。ラマン

増幅で分布的増幅を行い、近似的に無損失ファイバが実現されると、これらの影響が抑制

されるはずである。図 4.2.17 に無損失ファイバを用いた波長多重ソリトンについての計算

結果を示す。40 Gbit/s/ch、7.5 ps のパルス列を、周波数間隔 200 GHz、同一偏波で 2000 km

伝送した。線路の分散補償量を＋30 ps/nm とし、100 km 間隔で分散補償を行った。ファイ

バの損失、および分散スロープはゼロとしている。隣接チャネルとは 104 km 毎に 1 bit ず

れる。パルスの衝突距離は 31.3 km である。 図 4.2.17 を１波伝送の場合（図 4.2.1）と

比較すると明らかに信号劣化が生じている。またＥＤＦＡで離散的増幅をおこなった場合

（図 4.2.2）と比較してもそれ程、特性は改善されていない。 

 

チャネル間の相互作用を抑制する他の方法として、 

（１）ガイディングフィルタによる周波数シフトの抑制( 4 ) 

（２）分散マップの工夫による衝突距離の増大とＸＰＭの影響抑制( 19 ) 

等が提案されておりＱマップによる解析を行ったが、どれも現時点では、根本的な解決策

とはなっていない。 

 

図図図図 4.2.174.2.174.2.174.2.17    ラマン増幅の評価（波長多重ソリトン）ラマン増幅の評価（波長多重ソリトン）ラマン増幅の評価（波長多重ソリトン）ラマン増幅の評価（波長多重ソリトン）    

( 40( 40( 40( 40    Gbit/sGbit/sGbit/sGbit/s/ch, dl= 200 GHz, Dc= +30 ps/nm/ch, dl= 200 GHz, Dc= +30 ps/nm/ch, dl= 200 GHz, Dc= +30 ps/nm/ch, dl= 200 GHz, Dc= +30 ps/nm, , , , Lt= 2000Lt= 2000Lt= 2000Lt= 2000    kmkmkmkm    ))))    
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４．２．６４．２．６４．２．６４．２．６    テラビット級伝送システムの設計テラビット級伝送システムの設計テラビット級伝送システムの設計テラビット級伝送システムの設計    
 

テラビット級伝送を行う場合、分散スロープ補償が不可欠である。ＣＲＺでは線形伝送

と同様に累積分散許容量はチャネル速度の 2 乗に逆比例する。図 4.2.11 等から評価すると

次の実験式を得る。 

 1248]//[ −−< LtBkmnmpsDav      (4.2.2) 

ここでＢ [Gbit/s]はチャネル速度、Ｌt [Mm]は総伝送距離である。 

 テラビット伝送に必要な波長帯域幅：Ωは、1550 nm 帯では 0.8 nm/100 GHz であるため、
周波数利用効率をηとすると次式で評価される。 

 
η
0.8][ =Ω nm         (4.2.3) 

テラビット伝送に許容される分散スロープマージンは、波長帯域幅内において(4.2.2)を

満足する必要があるため、次式で評価される。 

 122 12
2

]//[ −−=
Ω

< LtB
Dav

kmnmpsSl η     (4.2.4) 

40 Gbit/s で周波数間隔を 100 GHz（周波数利用効率 0.4 bit/s/Hz）とし、1000 km 伝送

する場合、波長帯域幅は 20 nm となる。 (4.2.4)式から分散スロープ許容量を評価すると 

±0.003 ps/nm2/km 程度となり、非常に精密なスロープ補償が必要となることがわかる。チ

ャネル速度 20 Gbit/s では、0.012 ps/nm2/km、チャネル速度 10 Gbit/s では、0.048 

ps/nm2/km となり、かなりマージンが拡大する。通常のＳＭＦの分散スロープが +0.06 

ps/nm2/km 程度であることを考慮すると、10 Gbit/s の場合でも 1 Tbit/s, 1000 km 伝送で

はスロープ補償が不可欠であることがわかる。 

 

一般に伝送シミュレーションの計算量は波長多重数の 2 乗程度で増大し、ＤＷＤＭシミ

ュレーションでは膨大な時間を要する。特にチャネル間のパルスの衝突距離Ｌcoll が分散距

離よりも短くなる場合があり、距離刻みの設定に注意が必要である。 

 
λ∆⋅

=
D
TkmL FWHM

coll
2

][       (4.2.5) 

例えば 40 Gbit/s 信号（ＴFWHM＝ 7.5 ps）を 200 GHz（1.6 nm）間隔で伝送する場合、Ｄ＝4 

ps/nm/km とすると、分散距離は約 3.5 km、衝突距離は約 2.3 km となる。幸い前節でみた

ようにチャネル間相互作用の評価は 5 波長程度でも可能であり、この性質を使ってテラビ

ット級伝送システム設計の計算時間短縮が図られる。 
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４．３４．３４．３４．３    ＯＰＧＷにおけるフィールド伝送実験ＯＰＧＷにおけるフィールド伝送実験ＯＰＧＷにおけるフィールド伝送実験ＯＰＧＷにおけるフィールド伝送実験( 20 ),( 57 )        
 

ＯＰＧＷ（光ファイバ複合架空地線）は、送電鉄塔最上部に架設された雷対策用の架空

地線内部に、８～４８心の光ファイバを挿入したものであり、電力会社特有の設備として

主に電力保安用に使用されている。今回、大黒部幹線ＯＰＧＷ（城端開閉所（富山県）～

市荒川発電所（福井県）：98.2 km）において光ソリトン伝送、波長多重伝送のフィールド

実験を実施し、システムの適用性、シミュレーションとの対応等について調べた( 20 )。 

図 4.3.1 に実験実施区間、図 4.3.2 に実験箇所の状況、図 4.3.3 にＯＰＧＷの構造なら

びに敷設状況を示す。この節では、分散測定実験、ＲＺ信号による単一波長伝送実験およ

び４波長多重伝送実験、ＮＲＺ信号による８波長伝送実験の実施結果について述べる。 

 

 

    

図図図図 4.3.1 4.3.1 4.3.1 4.3.1 ＯＰＧＷ伝送フィールド実験実施箇所ＯＰＧＷ伝送フィールド実験実施箇所ＯＰＧＷ伝送フィールド実験実施箇所ＯＰＧＷ伝送フィールド実験実施箇所    
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図図図図 4.3.24.3.24.3.24.3.2    関西電力城端開閉所（富山県）関西電力城端開閉所（富山県）関西電力城端開閉所（富山県）関西電力城端開閉所（富山県）    

    

    

    

 

 

図図図図 4.3.34.3.34.3.34.3.3    光ファイバ複合架空地線（ＯＰＧＷ）の構造光ファイバ複合架空地線（ＯＰＧＷ）の構造光ファイバ複合架空地線（ＯＰＧＷ）の構造光ファイバ複合架空地線（ＯＰＧＷ）の構造    
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４．３．１４．３．１４．３．１４．３．１    線路分散測定実験線路分散測定実験線路分散測定実験線路分散測定実験( 57 ) 

 

光ソリトン伝送では、最適な分散値で伝送する必要があるため、線路分散の測定が必要と

なる。今回パルス法をＯＰＧＷに適用し、ゼロ分散波長を 0.1 nm、分散値を 0.01 ps/nm/km

程度の高精度な測定が可能となることを確認した。 

ファイバ中の光波の伝搬速度は、ゼロ分散波長：λ０で最大となり、ＳＭＦでは 1.3 μm、

ＤＳＦでは 1.55 μm 程度である。ファイバにλ０ 近傍の異なる波長の光パルスを伝搬さ

せ到達時間差を測定することでλ０ の測定が可能となる。 

λ０から Ｘ [nm]だけ離れた波長での光速ｃをλ０の近傍において２次式で近似する。 

2
0 Xkcc −=         (4.3.1)

ここでｃ０ は λ０ における光速、ｋ は実測により決定される係数である。 

長さ：Ｌ [km]のファイバの伝搬時間：ｔ＝Ｌ／ｃ は、λ０の光波の伝搬時間にくらべて、

ｔｄ だけの時間遅れが発生する。 

dtcLcLt +== 0//       (4.3.2) 

ここでｔｄ は次式で与えられる。  

 2
0

2 / cLXktd =        (4.3.3) 

 

ｔｄ をＸ で微分して時間遅れの波長依存性（分散値）を求めると、 

 
2
0/2 cLXkLXslt

dX
d

d ==      (4.3.4) 

ここで sl  ps/nm2/km は分散スロープである。 

(4.3.4)から、(4.3.1)の係数：ｋは sl を用いて次式で表される。 

 2/2
0cslk =        (4.3.5) 

これを(4.3.3)に代入すると、 

 2/2 LXslt d =        (4.3.6) 

一方、ｔｄの実測データを次の２次式で補間する。 

 c
a

bXacXbXatd ′++=++= 22 )
2

(     (4.3.7) 
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(4.3.6)、(4.3.7)の係数を比較して、ゼロ分散波長：λ０ および分散スロープ：ｓｌは、

次式で与えられる。 

 
a

b
20 −=λ         (4.3.8) 

     
L
asl 2=         (4.3.9) 

 

今回、大黒部幹線ＯＰＧＷ（城端開閉所－市荒川発電所間：98.2 km）の線路分散測定を

実施した。測定機器の構成を図 4.3.4 に示す。城端側で、波長のわずかに異なる 2 台の光

源ＬＤ１，ＬＤ２の光をＥＡ変調器で同時に変調し、得られた光パルスをＯＰＧＷに入射

する。市荒川側に到達した光パルスはサーキュレータを用いて同じファイバで城端側に折

り返す。この時、光ファイバ増幅器を用いて線路損失を補償する。線路の波長分散により

パルスの伝搬速度がわずかに異なるので、城端側に戻ってきた波長の異なるパルス間に生

じる到着時間差をストリークカメラで観測した。 

 

図 4.3.5 に、一方のレーザ波長（ＬＤ１）を固定し、他方（ＬＤ２）の波長を変化させ

ながら時間遅れを測定した結果を示す。時間遅れの測定値を２次式で補間し、ゼロ分散波

長：λ０ および分散スロープ：ｓｌを計算した。 

 

今回、伝送実験に使用したＯＰＧＷの１０本のファイバ心線について、ゼロ分散波長お

よび分散スロープを測定した結果を、図 4.3.6、図 4.3.7 に示す。この区間は分散シフトフ

ァイバ（ＤＳＦ）を敷設しており、ゼロ分散波長の平均値は 1550.0 nm、標準偏差 1.4 nm

であった。 また、この区間は 51 本のファイバが接続されており、平均ピース長は 1.92 km 

である。ＤＳＦのゼロ分散波長は、通常 7 nm 程度のバラツキがあるが、このＯＰＧＷでは

多数のファイバがランダムに接続されており、ゼロ分散の値が中心付近に極限化されてい

ることがわかる。またファイバの分散値がばらついているため、ＤＳＦであるにもかかわ

らず波長多重伝送時の４光波混合の発生が抑制されている（４．３．４節参照）。 

分散スロープの平均値は、＋0.073 ps/nm2/km、標準偏差 0.005 ps/nm2/km であった。 
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図図図図 4.3.44.3.44.3.44.3.4    線路分散測定実験系線路分散測定実験系線路分散測定実験系線路分散測定実験系    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            図図図図 4.3.54.3.54.3.54.3.5    パルス法による波長分散測定例パルス法による波長分散測定例パルス法による波長分散測定例パルス法による波長分散測定例    
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図図図図 4.3.64.3.64.3.64.3.6    ゼロ分散波長の測定結果ゼロ分散波長の測定結果ゼロ分散波長の測定結果ゼロ分散波長の測定結果    

    

    

    
 

図図図図 4.3.74.3.74.3.74.3.7    分散スロープの測定結果分散スロープの測定結果分散スロープの測定結果分散スロープの測定結果    
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４．３．２４．３．２４．３．２４．３．２    光ファイバ増幅器の開発光ファイバ増幅器の開発光ファイバ増幅器の開発光ファイバ増幅器の開発    
  

線路損失の測定結果を図 4.3.8 に示す。平均 25.4 dB（0.259 dB/km）、標準偏差 0.55 dB

であった。この線路損失を補償するため、高利得低雑音の光ファイバ増幅器を開発した（図

4.3.9）。前段を低雑音の 980 nm 励起、後段を高出力の 1480 nm 励起とし、中間に挿入した

ファイバグレーティングで信号帯域外のＡＳＥをカットする。後段は２種類のＥＤＦＡを

組み合わせて平坦な利得特性が得られるようにした。これにより出力 +17 dBm 以上、雑音

指数 5 dB 以下、出力偏差 1 dB 以下（1546 nm – 1558 nm）を達成した。 

 

 

図図図図 4.3.84.3.84.3.84.3.8    線路損失の測定結果線路損失の測定結果線路損失の測定結果線路損失の測定結果    

    

 

 

図図図図 4.3.94.3.94.3.94.3.9    開発した光ファイバ増幅器の構造（住友電気工業製）開発した光ファイバ増幅器の構造（住友電気工業製）開発した光ファイバ増幅器の構造（住友電気工業製）開発した光ファイバ増幅器の構造（住友電気工業製）    
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開発した光ファイバ増幅器の外観および入出力特性を図 4.3.10、図 4.3.11 に示す。この

結果から -26 dB の線路損失がある場合、16 波から 32波の波長多重伝送が可能である。な

お光ファイバ増幅器開発に当たっては、住友電気工業（株）の協力を得た。 

 

 

 

図図図図 4.3.10 4.3.10 4.3.10 4.3.10 光ファイバ増幅器の外観（４系統×２台）光ファイバ増幅器の外観（４系統×２台）光ファイバ増幅器の外観（４系統×２台）光ファイバ増幅器の外観（４系統×２台）    

    

    

    

    

図図図図 4.3.114.3.114.3.114.3.11    光ファイバ増幅器の入出力特性、利得特性（８系統）光ファイバ増幅器の入出力特性、利得特性（８系統）光ファイバ増幅器の入出力特性、利得特性（８系統）光ファイバ増幅器の入出力特性、利得特性（８系統）    
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４．３．３４．３．３４．３．３４．３．３    １波長伝送実験１波長伝送実験１波長伝送実験１波長伝送実験( 20 ) 

    

ＲＺ信号による１波長伝送の実験系を図 4.3.12 に示す。城端開閉所側に送信器、受信器

を設置し、市荒川発電所側で信号を折り返すことにより、長距離伝送を行った。増幅器間

隔は、98.2 km である。送信器においてＬＮ変調器で変調を行った後にＥＡ変調器でパルス

整形を行い、波形をＲＺ化した。変調速度は 10 Gbit/s、初期パルス幅は約 15 ps であっ

た。また最適なファイバ入力パワーは +2 dBm（ピークパワー +13 dBm）であった。受信側

では信号波形からクロック抽出をおこない、符号誤り率測定を行った。 

 

 

 
 

図図図図 4.3.124.3.124.3.124.3.12    １波長伝送フィールド実験系１波長伝送フィールド実験系１波長伝送フィールド実験系１波長伝送フィールド実験系    
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図図図図 4.3.134.3.134.3.134.3.13    城端開閉所での送受信器の設置状況城端開閉所での送受信器の設置状況城端開閉所での送受信器の設置状況城端開閉所での送受信器の設置状況    

 

図 4.3.13 に城端開閉所構内での送受信器、光ファイバ増幅器、観測装置類の設置状況を

示す。伝送特性の波長依存性を調べるため、ファイバ入力を +2 dBm に固定して波長を変化

させて伝送特性を調べた。分散スロープが＋0.073 ps/nm2/km であるので、波長を変えるこ

とにより平均分散が変化する。1550 nm～1557.5 nm の６種類の波長に対する８スパン、784 

km 伝送時の符号誤り率特性（ＢＥＲ）の測定結果を図 4.3.14 に示す。横軸はプリアンプ入

力パワーをとっており、ノイズによるフロア傾向が出ている。波長 1556 nm（平均分散 +0.44 

ps/nm/km）で最適な伝送特性が得られた。  

図 4.3.15 に実験条件に対するＱマップによるシミュレーション結果を示す。ファイバ入

力 ＋2 dBm はピークパワー ＋13 dBm に相当し、分散値 ＋0.4 ps/nm/km で最適伝送となっ

ており、実験結果と良く一致していることを確認した。また異常分散側で良い特性が得ら

れることから、増幅器間隔は 98.2 km と長いものの、光ソリトンの性質が現れていること

を確認した。 

 



    

 79

 
図図図図 4.3.144.3.144.3.144.3.14    １波長伝送実結果（１波長伝送実結果（１波長伝送実結果（１波長伝送実結果（RZ, 10 Gbit/s, 784 kRZ, 10 Gbit/s, 784 kRZ, 10 Gbit/s, 784 kRZ, 10 Gbit/s, 784 km, +2 dBmm, +2 dBmm, +2 dBmm, +2 dBm））））    

    

 

図図図図 4.3.154.3.154.3.154.3.15    １波長伝送シミュレーション結果（１波長伝送シミュレーション結果（１波長伝送シミュレーション結果（１波長伝送シミュレーション結果（10 Gbit/s, 784 km10 Gbit/s, 784 km10 Gbit/s, 784 km10 Gbit/s, 784 km））））    
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４．３．４４．３．４４．３．４４．３．４    波長多重伝送実験波長多重伝送実験波長多重伝送実験波長多重伝送実験( 20 )    
 

次に、ＲＺ信号による波長多重伝送実験を実施した。波長は 1553.0 nm から 1557.5 nm ま

で、1.5 nm 間隔で均等配置し、40 Gbit/s（10 Gbit/s、4 WDM）の信号を４スパン、392 km

伝送した。アンプ出力は +2 dBm/ch（ピーク強度 +13 dBm）である。 

伝送前後のスペクトル測定結果を図 4.3.16 に示す。ＲＺ変調後のスペクトル幅はＮＲＺ

に対して約２倍となっており 10 GHz のラインが認められる。信号強度が非線形領域にある

にもかかわらず４光波混合（ＦＷＭ）の発生は認められない。これはＯＰＧＷが分散値の

異なる多数のファイバで構成されており、ＦＷＭの成長が抑制されたと考えられる。 

392 km 伝送後の各チャネルのＢＥＲ測定結果を図 4.3.17 に示す。各波長は ＋0.22 

ps/nm/km ～ ＋0.55 ps/nm/km の異常分散領域にあるが、各チャネルともほぼ同等の特性を

示した。これはチャネル間の非線形相互作用が支配的であるためと考えられる。 

 

 

図図図図 4.3.164.3.164.3.164.3.16    ４波長伝送におけるスペクトル測定結果（４波長伝送におけるスペクトル測定結果（４波長伝送におけるスペクトル測定結果（４波長伝送におけるスペクトル測定結果（RZ, +2 dBm/chRZ, +2 dBm/chRZ, +2 dBm/chRZ, +2 dBm/ch））））    

(a)(a)(a)(a)    ＬＮ変調後、ＬＮ変調後、ＬＮ変調後、ＬＮ変調後、(b)(b)(b)(b)ＲＺ波形整形後、ＲＺ波形整形後、ＲＺ波形整形後、ＲＺ波形整形後、(c)196 km(c)196 km(c)196 km(c)196 km 伝送後、伝送後、伝送後、伝送後、(d)392 km(d)392 km(d)392 km(d)392 km 伝送後伝送後伝送後伝送後    
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図図図図 4.3.174.3.174.3.174.3.17    ４波長多重伝送実結果（４波長多重伝送実結果（４波長多重伝送実結果（４波長多重伝送実結果（RZ, 40 Gbit/s, 392 km, +2 dBm/chRZ, 40 Gbit/s, 392 km, +2 dBm/chRZ, 40 Gbit/s, 392 km, +2 dBm/chRZ, 40 Gbit/s, 392 km, +2 dBm/ch））））    

 

 

次にＮＲＺ信号による波長多重伝送の実験結果を示す( 58 )。波長は 1547.5 nm から 1559.0 

nm まで 8 波長を 1.5 nm 間隔（一部 2.5 nm）で配置した。実験系を図 4.3.18 に、588 km

伝送後の誤り率測定結果を図 4.3.19 に示す。信号強度はＲＺ伝送と同じく＋2 dBm/ch、８

波長で＋11 dBm であった。 

線形伝送領域ではＮＲＺ信号の方がＲＺ信号よりもスペクトル幅が狭い分、分散や増幅器

雑音の影響を受けにくくなり、伝送特性が改善されたものと考えられる。またＮＲＺ信号

の場合でもＲＺ信号の場合と同様、４光波混合の発生はほとんど見られなかった。 
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図図図図 4.3.184.3.184.3.184.3.18    ８波長多重伝送実験系（ＮＲＺ）８波長多重伝送実験系（ＮＲＺ）８波長多重伝送実験系（ＮＲＺ）８波長多重伝送実験系（ＮＲＺ）    

    

 
    

図図図図 4.3.194.3.194.3.194.3.19    ８波長多重伝送実結果（８波長多重伝送実結果（８波長多重伝送実結果（８波長多重伝送実結果（NRZ, 80 Gbit/s, 5NRZ, 80 Gbit/s, 5NRZ, 80 Gbit/s, 5NRZ, 80 Gbit/s, 588 km, +2 dBm/ch88 km, +2 dBm/ch88 km, +2 dBm/ch88 km, +2 dBm/ch））））    
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ＯＰＧＷにおける波長多重伝送フィールド実験の結果は以下の通りである。 

 

（１） ＯＰＧＷを用いた光ソリトン伝送フィールド実験を初めて実施し、10  Gbit/s、784 

km（中継間隔 98.2 km）の信号伝送に成功した。＋0.44 ps/nm/km 程度の異常分散領

域で最適な伝送特性が得られ、ソリトンによる伝送特性改善効果が確認された。 

（２） 光ソリトンを安定して長距離伝送するためには信号強度の変動比を 10 : 1 程度以

下に抑えることが望ましく、ファイバ減衰定数を 0.2 dB/km とすると増幅器間隔を 

50 km 以下にする必要がある。今回の実験では増幅器間隔が 98.2 km、線路損失が平

均 26 dB であったので振幅の変動が大きく線形伝送に近い特性となるが、ソリトン

効果による異常分散側での特性改善効果は観測できた。 

（３） 増幅器出力 ＋2 dBm で波長を変えて分散値を変化させた場合、＋0.44 ps/nm/km 程

度の異常分散領域で最適な伝送特性が得られた。この値は計算機シミュレーション

による予測値と良く一致した。 

（４） またＲＺ信号による 40 Gbit/s（10 Gbit/s、4 WDM）で 392 km（中継間隔 98.2 km）

の伝送に成功した。この場合、各チャネルは＋0.22 ps/nm/km ～ ＋0.55 ps/nm/km

の異常分散領域にあるが、各チャネルともほぼ同等の伝送特性を示した。また単一

波長伝送と較べて伝送距離は約 1/2 に低下した。これは波長多重伝送では、増幅器

雑音や分散よりも、チャネル間の非線形相互作用の影響が支配的であるためと考え

られる。 

（５） ＮＲＺ信号を用いた波長多重伝送では、80 Gbit/s（10 Gbit/s、8-ch）、588 km（中

継間隔 98.2 km）の伝送において、各チャネルとも 10-9以下の誤り率を観測した。

今回のように線形伝送に近い条件ではスペクトル幅の狭いＮＲＺの方が分散マージ

ンや増幅器雑音の点で有利であったと考えられる。 

（６） ＤＳＦを用いた波長多重伝送であったにもかかわらず、４光波混合（ＦＷＭ）の発

生がほとんど見られなかった。これは今回用いたＯＰＧＷが、51 本（平均ピース長

1.92 km）のファイバがランダムに接続されており、位相整合条件が各ファイバで異

なるためＦＷＭの成長が抑制されたものと考えられる。 

（７） 符号誤り率特性（ＢＥＲ）にフロア傾向が出ているが、１チャネル 784 km 伝送では

４時間のエラーフリーを観測しており、偏波変動等による特性劣化等は観測されな

かった。フロア傾向の原因のとして、プリアンプの雑音によるものと考えられる。 

 



    

 84

４．４４．４４．４４．４    結結結結    言言言言 
 

波長多重伝送システムにおいても、信号出力の上限はファイバの非線形性による波形劣

化で決まっており、Ｑマップ法はこのような伝送系の解析にも有効であり、最適信号強度、

周波数間隔、分散マージンの評価等に適用可能である。Ｑマップを用いた 40 Gbit/s ベー

スの波長多重伝送シミュレーションにより、以下のことがわかった。 

（１） ＣＲＺ伝送では、チャネルあたりの最適信号強度はソリトン伝送と比較して 1/10

程度に低下する。その結果、増幅器雑音の抑制や誤り訂正技術等の重要性が高くな

る。（図 4.2.1） 

（２） Ｄc＝±400 ps/nm（Ｓ＝22）付近にも伝送領域が現れる。これは１パルスのシミュ

レーションでは発生しないことから、同一チャネルの隣接パルスとの非線形相互作

用によるものと考えられる。（図 4.2.3） 

（３） 波長間隔は隣接チャネルで偏波面を直交させる場合は、100 GHz（0.4 bit/s/Hz）程

度離すことが望ましい。また同一偏波面で伝送する場合は、200 GHz 間隔(0.2 

bit/s/Hz)程度離すことが望ましい。この結果は最近の実験データと一致している。

（図 4.2.6） 

（４） 波長多重数は 5 波長程度までは伝送特性が劣化するが、それ以上多重しても余り劣

化しない。これは、隣接チャネルからの非線形相互作用の影響が最も大きいためで

ある。またこの性質を利用して計算量低減が可能である。（図 4.2.13） 

（５） ラマン増幅では増幅器雑音の低減効果により、いくらか伝送特性の改善が期待でき

る。波長多重ソリトン伝送での相互作用抑制効果は小さい。最適信号強度は 4 dB

程度低下する。周波数帯域幅の拡大の点でもラマン増幅は重要である。（図 4.2.16）

（図 4.2.17） 

（６） 1 Tbit/s（40 Gbit/s、25-ch、0.4 bit/s/Hz）、1000 km 伝送では、分散スロープ許

容量が±0.003 ps/nm2/km 程度となり、極めて精密な分散スロープ補償が必要とな

る。チャネル速度 10 Gbit/s の場合は、25 GHz 間隔（0.4 bit/s/Hz）として、伝送

距離 800 km 程度までは分散スロープ補償無しでテラビット伝送が可能となる。

（4.2.6 節) 

 

最近の研究動向として、ファイバ非線形性の影響を極力抑制し、線形伝送を指向する方

向で研究が進んでいる。具体的には以下のような方策がとられている。 

（１） 有効コア断面積の拡大によるパワー密度の低減 
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（２） 低雑音増幅器や低損失ファイバによる信号強度の低減 

（３） 高分散ファイバによる分散マネージメント強度の増大 

 

もしチャネル間の非線形相互作用を抑制する有効な手段が発見されれば、波長多重ソリ

トン伝送も有望と考えられる。特にソリトン衝突時の相互位相変調（ＸＰＭ）による周波

数シフトが問題となる。以下のような提案がなされておりＱマップによる解析を行ったが、

現在の所、どれも根本的な解決策とはなっていない。 

（１） ガイディングフィルタによる周波数シフトの抑制 

（２） 分散マップの工夫による衝突距離の増大とＸＰＭの影響抑制 

（３） ラマン増幅による衝突中の振幅変化の抑制 

 

 表 4.4.1 にソリトン伝送（ＤＭＳ）とチャープトＲＺ伝送（ＣＲＺ）との比較を示す。

それぞれに特徴があり、適用箇所に応じて使い分けることが望ましいと考えられる。特に

40 Gbit/s で波長多重化が不要な場合は、ソリトン伝送の方がコスト、信頼性等の面で有利

であると思われる。今後はネットワークアーキテクチャーとの整合性なども検討していく

必要がある。 

 

表表表表 4.4.14.4.14.4.14.4.1    ＤＭＳ伝送とＣＲＺ伝送の比較（ＤＭＳ伝送とＣＲＺ伝送の比較（ＤＭＳ伝送とＣＲＺ伝送の比較（ＤＭＳ伝送とＣＲＺ伝送の比較（40 Gbit/s/ch40 Gbit/s/ch40 Gbit/s/ch40 Gbit/s/ch））））    

    ＤＭＳＤＭＳＤＭＳＤＭＳ    ＣＲＺＣＲＺＣＲＺＣＲＺ    

分散補償：分散補償：分散補償：分散補償：ＤＤＤＤcccc    ±±±±30 ps/nm (S= 1.65)30 ps/nm (S= 1.65)30 ps/nm (S= 1.65)30 ps/nm (S= 1.65)    ±±±±400 ps/nm (S= 22)400 ps/nm (S= 22)400 ps/nm (S= 22)400 ps/nm (S= 22)    

平均分散：平均分散：平均分散：平均分散：ＤＤＤＤavavavav    ＋＋＋＋0.03 ps/nm/km0.03 ps/nm/km0.03 ps/nm/km0.03 ps/nm/km    ＋＋＋＋0.015 ps/nm/km0.015 ps/nm/km0.015 ps/nm/km0.015 ps/nm/km    

分散スロープ：分散スロープ：分散スロープ：分散スロープ：||||slslslsl||||    < 0.1 ps/nm< 0.1 ps/nm< 0.1 ps/nm< 0.1 ps/nm2222/km/km/km/km    < 0.003 ps/nm< 0.003 ps/nm< 0.003 ps/nm< 0.003 ps/nm2222/km/km/km/km    

信号強度：信号強度：信号強度：信号強度：ＰＰＰＰavavavav    ＋＋＋＋5 dBm/ch5 dBm/ch5 dBm/ch5 dBm/ch    －－－－5 dBm/ch5 dBm/ch5 dBm/ch5 dBm/ch    
((((＋＋＋＋9 dBm (25ch))9 dBm (25ch))9 dBm (25ch))9 dBm (25ch))    

    ・偏波多重技術併・偏波多重技術併・偏波多重技術併・偏波多重技術併用により用により用により用により 80 80 80 80 
Gbit/sGbit/sGbit/sGbit/s まで有利であるがＷＤＭまで有利であるがＷＤＭまで有利であるがＷＤＭまで有利であるがＷＤＭ
が困難でテラビット伝送には適が困難でテラビット伝送には適が困難でテラビット伝送には適が困難でテラビット伝送には適
さない。さない。さない。さない。    
・高信号強度でＳＮ比有利、ソリ・高信号強度でＳＮ比有利、ソリ・高信号強度でＳＮ比有利、ソリ・高信号強度でＳＮ比有利、ソリ
トン効果によりトン効果によりトン効果によりトン効果により1000km1000km1000km1000kmを越えるを越えるを越えるを越える
伝送可能。伝送可能。伝送可能。伝送可能。    
・低コストファイバ（分散スロー・低コストファイバ（分散スロー・低コストファイバ（分散スロー・低コストファイバ（分散スロー
プ補償不要）、低コスト増幅器適プ補償不要）、低コスト増幅器適プ補償不要）、低コスト増幅器適プ補償不要）、低コスト増幅器適
用可能。用可能。用可能。用可能。    

・ＷＤＭ伝送時も特性の大幅な劣・ＷＤＭ伝送時も特性の大幅な劣・ＷＤＭ伝送時も特性の大幅な劣・ＷＤＭ伝送時も特性の大幅な劣
化なし。テラビット伝送可能。化なし。テラビット伝送可能。化なし。テラビット伝送可能。化なし。テラビット伝送可能。    

    
・低信号強度でＳＮ比不利、・低信号強度でＳＮ比不利、・低信号強度でＳＮ比不利、・低信号強度でＳＮ比不利、500km500km500km500km
までの近中距離伝送に適する。までの近中距離伝送に適する。までの近中距離伝送に適する。までの近中距離伝送に適する。    

    
・高コストファイバ（コア断面積・高コストファイバ（コア断面積・高コストファイバ（コア断面積・高コストファイバ（コア断面積
拡大、分散スロープ補償）、高コ拡大、分散スロープ補償）、高コ拡大、分散スロープ補償）、高コ拡大、分散スロープ補償）、高コ
スト増幅器（広帯域、低雑音）スト増幅器（広帯域、低雑音）スト増幅器（広帯域、低雑音）スト増幅器（広帯域、低雑音）
必要。必要。必要。必要。    
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